
所見評価用

１ 指定概要

指定管理者の管理運営に対する評価シート

所管課 福祉保健部 こども子育て支援課

評価対象期間 平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日

施設概要

名 称 大分県母子福祉センター
施設種別
社会福祉

所在地 大分市大津町２丁目１番４１号

設置目的
母子家庭及び寡婦に対し、生活相談に応じるとともに、その自立促進に関する事
業等を行い、母子家庭等の生活の安定及び福祉の増進を図る。

指定管理者

名 称 一般財団法人 大分県母子寡婦福祉連合会

代表者名 理事長 髙柳 美子

所在地 大分市大津町２丁目１番４１号

指定管理業務の内容

・大分県母子福祉センターの設置及び管理に関する条例第３条各号に掲げる事業
の実施に関する業務
・センターの施設等の維持管理及び修繕に関する業務
・センターの利用の受付及び案内に関する業務
・センターの利用の許可に関する業務
・センターの利用の促進に関する業務
・その他県が必要と認める業務

料金制度 利用料金 ・ 使用料 ・ 該当なし

２ 評価結果

１ 施設の設置目的の達成（有効性の向上）に関する取組み

（１）施設の設置目的の達成

○

○

○

指定期間 平成２３年４月１日～平成２８年３月３１日（５年間）

評価項目及び評価のポイント

①計画に則って施設の管理運営（指定管理業務）が適切に行われたか。また、施設を最大限活用して、施設の
設置目的に沿った成果を得られているか（目標を達成できたか）。

②施設の利用者の増加や利便性を高めるための取組みがなされ、その効果があったか。

③複数の施設を一括して管理する場合、施設間の有機的な連携が図られ、その効果が得られているか。

④施設の設置目的に応じた効果的な営業・広報活動がなされ、その効果があったか。

【所見】

相談件数（一般相談と特別法律相談の計）は、昨年の４４９件（一般３６６件＋特別８３件）から４９８件（一般４２８
件＋特別７０件）へと増加した。目標件数２６２件に対し１．９倍の件数となっており２年続けて目標を達成すること
ができた。これは、チラシ配布やホームページ更新、母子自立支援員への周知などの取組により、より多くの方
にセンターを知っていただいた結果である。

他の相談機関（人権関係、妊娠ヘルプセンター、母子自立支援員など）が集まる研修会や会議に、担当者が積極
的に参加することで、見識を高めるとともに、組織としてきめ細かな対応を行うことができた結果と考えられる。ま
た、このことで、母子福祉センターの存在意義と設置目的について、関係機関に知らしめることができ、結果とし
て関係機関から相談対応を依頼されることが増えた。

担当者が２年目となり、各市の母子自立支援員との関係が深まったことで、母子自立支援員からの相談を受ける
ことが多くなった。
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（２）利用者の満足度

○

○

○

○

２ 効率性の向上等に関する取組み

（１）経費の低減等

①利用者アンケート等の結果、施設利用者の満足が得られていると言えるか。

②利用者の意見を把握し、それらを反映させる取組みがなされたか。

③利用者からの苦情に対する対応が十分に行われたか。

④利用者への情報提供が十分になされたか。

⑤その他サービスの質を維持・向上するための具体的な取組みがなされ、その効果があったか。

【所見】

相談に来られた方に対し、満足度をお聞きすることが難しく客観的は判断はできないが、相談件数が増えている
ことは、それなりの満足を得られていると考えられる。

貸館利用者を対象にアンケートを実施した結果、大半が「よい・普通」という高評価を得ている。気持ちよく利用し
ていただいていることは評価できる。

苦情に対して、いずれも迅速に対応しており、特に問題はない。

アンケートの回収数が４４件と少ないので、今後はより多くの利用者にアンケート記入への協力が得られるよう、
調査方法を工夫する必要がある。

①施設の管理運営（指定管理業務）に関し、経費を効率的に低減するための十分な取組みがなされ、その効果
があったか。

○

○

（２）収入の増加

○

３ 公の施設にふさわしい適正な管理運営に関する取組み

（１）施設の管理運営（指定管理業務）の実施状況

があったか。

②清掃、警備、設備の保守点検等の業務について再委託が行われた場合、それらが適切な水準で行われ、経
費が最小限となるよう工夫がなされたか。

③経費の効果的・効率的な執行がなされたか。

【所見】

維持管理業務については、県社会福祉協議会に委託契約することで、経費の削減を図っている。委託先である
県社会福祉協議会も同一建物内の他施設の指定管理者であり、建物全体として経費の削減に努めている。

日頃から建物の管理人が不要な照明や燃料使用がないよう全館を見回っており、建物全体として節電等を常に
実践している。また、センターの職員は事務室一カ所で事務を行っており、経費の削減につながっている。

①収入を増加するための具体的な取組みがなされ、その効果があったか。

【所見】

施設使用料の収入状況は、１，９４６千円で前年度の２，０４４千円に比べて９８千円、約５％の減となっている。平
成２３年度に約３割増加したことを考えると、高い水準で横ばいと考えられる。新規利用者からの申込みもあり、
ホームページの更新や、県社会福祉協議会への利用促進の依頼などのＰＲ効果があったものと思われる。

①施設の管理運営（指定管理業務）にあたる人員の配置が合理的であったか。

②職員の資質・能力向上を図る取り組みがなされたか。

③地域や関係団体等との連携や協働が図られたか。
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○

○

○

（２）平等利用、安全対策、危機管理体制など

○

【所見】

相談者の利便を考慮し、日曜日にも開館し業務を行っている。一方、相談数等業務量に応じ、最小限の人数で対
応している。ただし、母子自立支援員が１名しかおらず、不在時には後日の対応となるケースがあるなど、充分と
はいえない面がある。

他の相談機関（人権関係、妊娠ヘルプセンター、母子自立支援員など）が集まる研修会や会議に、担当者だけで
なく他の職員も積極的に参加しており、組織としての資質向上に努めている。

夏の一般開放では、地域の自治会や保育所、幼稚園にお知らせを配付するなど地域との連携を図っている。ま
た、関係団体との協働を積極的に進めており、互いの担当者との意見交換も行っている。

①関係法令（地方自治法、労働関係法令、通則条例、設置条例等）が遵守されているか。

②施設の利用者の個人情報を保護するための対策が適切に実施されているか。

③利用者が平等に利用できるよう配慮されていたか。

④施設の管理運営（指定管理業務）に係る収支の内容に不適切な点はないか。

⑤管理物件の修繕や日常の事故防止などの安全対策が適切に実施されていたか。

⑥防犯、防災対策等の危機管理体制が適切であったか。

⑦事故発生時や非常災害時の対応などが適切であったか。

【所見】

特に相談業務におけるプライバシーの保護には細心の注意を払っており、関係機関との情報交換など、日頃か
ら個人情報保護に努めている。

○

○

【総合評価】

○

○

〔今後の対応］
○

【指定管理者評価部会の意見】
○

○

○

○

相談件数も着実に増加し、地域や関係機関との連携も進んでいる。これは、個別の相談に対し、きめ細かな対応を
行った結果と考えられる。研修会や会議参加を通じて組織としての資質向上にも取り組んでおり、ひとり親家庭の相
談機関としても役割を果たしている。
各市の母子自立支援員の相談先の役割も果たしており、母子福祉センターの指定管理者として、ひとり親家庭の福
祉向上に大きく貢献したと考えている。

引き続き関係機関と連携しながら、ひとり親家庭からの相談に対し丁寧に対応してほしい。また、センターのPRに
いっそう力を入れ、父子家庭を含むひとり親家庭にとり頼れる存在となってほしい。

和室を一般開放して紙芝居や絵本の読み聞かせ、親子工作教室等のイベントを開催するなど、施設を積極的にＰＲ
して利用を拡大しようとする取組は評価できる。

目標指標である相談件数については達成しているが、父子家庭など相談を必要とする方の掘り起こしに向けて、さら
なる努力を期待したい。

法律的な解決を必要とする相談者への対応について、市が行う一般法律相談等とも連携して充実するよう取り組ん
でほしい。

同様に、こどもや女性に関する相談を扱う「大分県こども・女性相談支援センター」と当該施設との連携を進め、相談
しやすい環境づくりを進めてほしい。

施設の利用受付に当たっては、施設設置条例及び関連規定等を遵守し、利用目的を確認し、公平･平等な取り
扱いを確実に行っている。

維持管理業務の再委託先である県社会福祉協議会と連携することで、安全の確保、防犯等の危機管理に努め
ている。

〔所見〕


